






















































































































































































































































































































































































人間福祉学研究 第６巻第１号 2013. 11
143
活動」を指している．上記の提唱は，まさにこの
互助の理念に関するものである．なお，共助はこ
の報告では「社会保険のような制度化された相互
扶助」を指している．
ちなみに平成 24年８月に公布された「社会保
障制度改革推進法」では，第２条に「自助・共助
及び公助がもっとも適切に組み合わされるよう留
意しつつ」とあり，法の発想には，互助をどのよ
うに位置づけるか曖昧であると言う見解もある．
私たちの著書に関しては，若干言い訳になるが，
こういった「互助」の意義についての意識は薄弱
であった．それは本書の基となった調査が，平成
19年であったことも関係している．筆者のあと
がきは，まさにこういった時間的推移も意識した
ものであると言っても良い．筆者としては，この
リプライもきっかけになって，今後はこの種の議
論が盛んになることを期待したいと考えている．
注
1）この研究会は，平成 20 年度老人保健健康増進等
事業として行われた研究会の報告書である．
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